
埼玉県 県土整備部 建設管理課 建設企画担当

建設業の働き方改革・就労環境の改善について

１． 「建設業の働き方改革」について
法令の改正・ ・ ・働き方改革関連法、新担い手三法
休日の確保・ ・ ・週休２日制モデル工事

２．技能者の処遇改善について
建設キャリアアップシステム（CC U S ）

３．土木工事書類スリム化ガイドについて
４．工事書類に関する記載内容の統一化について
５．民間発注者への働き掛けについて

１



１．「建設業の働き方改革」について 法令の改正

○罰則付き時間外労働の上限規制
・建設業への適用は令和６年４月～
・法定労働時間を超える場合、３６協定の締結、届出が必要
・違反した場合、６カ月以下の懲役または３０万円以下の罰金

◆働き方改革関連法（労基法など）

◆新担い手三法（建設業法、入契法、品確法） ＜令和元年６月成立＞

○働き方改革の推進 （適正な工期設定、施工時期の平準化） 発注者の責務
○働き方改革の推進 （適正な請負代金・工期での下請契約締結） 受注者の責務
○生産性向上への取組 （ＩＣＴ活用等による生産性向上） 受発注者の責務
○生産性向上への取組（技術者に関する規制の合理化：元請の監理技術者の兼任等）
○災害への緊急対応 （入札・契約方法、災害協定の締結、連携義務） 受発注者の責務

２

◆第３次担い手三法（建設業法、入契法、品確法） ＜令和６年６月成立＞

担い手確保・生産性向上・地域における対応力強化を目的に担い手三法を改正

○担い手の確保 （処遇改善、価格転嫁、働き方改革・環境整備） 発注者の責務
○担い手の確保 （労務費へのしわ寄せ防止） 受発注者の責務
○生産性向上 （適正な請負代金・工期での下請契約締結） 受注者の責務
○地域における対応力強化 （適正な入札条件での発注、防災対応力の強化） 受発注者の責務



１．「建設業の働き方改革」について 休日の確保

◆週休２日制モデル工事
・目 的： 建設業における将来の担い手確保・育成に資する「週休２日」の定着を図る。
・実 施： ４週８休以上の現場閉所（現場代理人や監理技術者等の休日は、現場閉所に連動）
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対象を原則全ての工事に拡大

Ｈ３１．４ 【閉所型】

試行開始

対象：一部工事

Ｒ４．４
【閉所型】

対象：全工事

Ｒ６．４

【交替制】

現場閉所が困
難な工事に導入

Ｒ６．10

月単位
導入

【埼玉県 県土整備部】

※上段：目標値 下段：実績値

Ｈ２９．７ 【閉所型】

「受注者希望型」試行

対象：全工事

Ｈ３０．４ 【閉所型】

「発注者指定型」導入

対象：一部工事

Ｒ２．４ 【交替制】

現場閉所が困難な
工事に導入

Ｒ６．４ 【閉所型・交替制】

月単位導入

【国土交通省 関東地方整備局】
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２．技能者の処遇改善について 建設キャリアアップシステム（CCUS）

４



２．技能者の処遇改善について 建設キャリアアップシステム（CCUS）

５

＜対象工事＞
・埼玉県県土整備部が発注する全工事（令和５年１２月～）

＜発注・契約方式＞
・発注者指定型及び受注者宣言型
・令和６年度発注目標：発注者指定型で３００件以上

＜実施内容＞

＜工事成績評定における評価＞
・実施内容の全ての基準を達した場合：評価項目「創意工夫」で１点加点

＜CCUS活用に係る費用＞
・支出実績に応じた金額を積上げ計上し、変更契約を行う。
（１）カードリーダー等購入費用※上限あり
（２）現場利用料

実施項目 基 準

①技能者情報登録 登録技能者率（CCUS登録技能者の総数／技能者の総数）６０％以上

②就業履歴情報登録 カードリーダー等を設置し、①技能者情報登録の対象者の就業履歴情報

の登録（蓄積）を全工事期間行ったこと。

◆建設キャリアアップシステム（CCUS）活用モデル工事（県土整備部）



２．技能者の処遇改善について 建設キャリアアップシステム（CCUS）

６

「建設キャリアアップシステム」ホームページ
https://www.ccus.jp

◆カードリーダーモニター募集、建レコ、建キャリ



３．埼玉県土木工事書類スリム化ガイドについて

７

■目的
〇工事書類を必要最小限に簡素化（スリム化）するとともに、
工事の円滑な施工を実施することで、
受発注者双方の働き方改革の推進に寄与することを目的としている。

■適用
〇令和６年４月１日以降に当初契約する工事から適用する。

■掲載URL
https://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/doboku-kouji-jitsumuyouran-r0604.html

※埼玉県ＨＰ「埼玉県土木工事実務要覧（令和６年４月）」内「９．その他」に掲載

■ポイント
〇電子書類の推進
☑ 工事情報共有システム（ＡＳＰ方式）で処理する書類は、電子データのまま取り扱う
☑ コリンズの紙資料打ち出しは不要

〇施工計画書の作成について
☑ 設計照査等により施工内容が確定されていない工種については、内容が正式に確定されてからの提出。
☑ 変更は施工計画に大きく影響しない場合は提出不要。また提出する際は、変更箇所のみの抜粋でよい。

〇書類の添付資料については、必要最小限でよく、過度な資料の作成を求めないこと。
☑ 工事記録においては、極力「既存図面」「既存資料」を活用すること

○不要な書類を作成しても成績評定では評価しない。
☑ 書類の量や見栄えは評価に影響しない。

〇その他、工事書類の提出方法・添付資料等について改めて記載し、受発注者で相互理解を図るものとする。

https://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/doboku-kouji-jitsumuyouran-r0604.html


４．工事書類に関する記載内容の統一化について

８

◆工事書類記載内容の統一化・様式作成ファイルの紹介

■関東地方整備局の標準様式をベースに２４様式を統一化

■工事書類への入力作業省力化のため、
工事書類の統一様式ファイル（Ｅｘｃｅｌ形式）を作成。

■関東地方整備局及び埼玉県の標準様式の確認、比較が
可能なことに加え、工事名や契約日等の基本情報を入力することで
国県様式へ自動で反映される。

■掲載ＵＲＬ
https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/index00000015.html

※国土交通省関東地方整備局ＨＰ「技術情報」内に掲載

■操作手順

②「基本情報」シートに工事名等を入力する ③発注機関に応じたの各様式が表示される①「発注機関選択」シートで「埼玉県」を選択する

国様式番号 様式名 統一状況

様式－１ 現場代理人等通知書、経歴書、現場代理人等変更通知書 △

様式－２ 請負代金 内訳書 〇

様式－３ 工程表、変更工程表 〇

様式－４ 建設業退職金共済制度の掛金収納書 △

様式－５
請求書（前払金、中間前払金、指定部分完済払金、部分払金、完

成代金）、請求内訳書（部分払、国債部分払、指定部分払）
〇

様式－６ ＶＥ提案書（契約後VE時） 〇

様式－７ 品質証明員通知書 ー

様式－９ 工事打合せ簿(指示、協議、承諾、提出、報告、通知） 〇

様式－10 材料確認書 ー

様式－11 段階確認書 〇

様式－12 確認・立会依頼書 ー

様式－13 工事事故速報 ー

様式－14 工事履行報告書 〇

様式－15 認定請求書 〇

様式－16 指定部分完成通知書 〇

様式－17 指定部分引渡書 〇

様式－18 工事出来高内訳書 〇

様式－19 請負工事既済部分検査請求書 〇

様式－21 修補完了届 ー

様式－22 部分使用承諾書 〇

様式－23 工期延期届 〇

様式－24 支給品受領書 〇

様式－25 支給品精算書 〇

様式－26 建設機械使用実績報告書 〇

様式－27 建設機械借用・返納書 〇

様式－28 現場発生品調書 〇

様式－29 完成通知書 〇

様式－30 引渡書 〇

様式－31 出来形管理図表 〇

様式－32 品質管理図表 〇

様式－33 品質証明書 ー

様式－34 創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明資料） 〇

【凡例】〇：統一化完了、△：調整継続、ー：県様式無し

https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/index00000015.html


５．民間発注者への働き掛けについて 適正な工期設定

９

■掲載ＵＲＬ https://www.ktr.milt.go.jp/kensan/index00000011.html

※国土交通省関東地方整備局ＨＰ「建設業者・民間発注者向け資料について」内に掲載

https://www.ktr.milt.go.jp/kensan/index00000011.html


５．民間発注者への働き掛けについて 適正な価格設定

９

■掲載ＵＲＬ https://www.ktr.milt.go.jp/kensan/index00000011.html

※国土交通省関東地方整備局ＨＰ「建設業者・民間発注者向け資料について」内に掲載

https://www.ktr.milt.go.jp/kensan/index00000011.html

